
袖ケ浦市公共下水道事業運営審議会 

 

１ 開催日時  令和６年２月２０日（火） 午後１時３０分から 

 

２ 開催場所  袖ケ浦市役所北庁舎３階中会議室 

 

３ 出席委員 

会 長 松田 晴夫 副会長 髙野 司 

委 員 山口 浩 委 員 森岡 かおり 

委 員 和田 玲子 委 員 松岡 幸子 

委 員 岡田 洋子 

（欠席委員） 大久保 努 委員 

 

４ 出席職員 

都市建設部 

部長 
佐藤 英利 

都市建設部 

次長 
平野 弘和 

下水対策課 

課長 
塩谷 晃雄 

下水対策課 

副課長 

（施設班長） 

鎗田 誠一 

下水対策課 

副課長（計画

建設班長） 

菊地 国文 
下水対策課 

業務班長 
長谷川 雅史 

下水対策課 

経理班長 
松崎 真伍 

下水対策課 

主査 
山田 峻之 

 

５ 傍聴定員と傍聴人数 

傍聴定員 ５人 

傍聴人数 １人 

 

６ 議 題 

（１）令和５年度袖ケ浦市下水道事業会計補正予算（第３号）（案）に

ついて 

（２）令和６年度袖ケ浦市下水道事業会計予算（案）について 

（３）その他 

 

７ 議 事  別紙会議録のとおり 

 議事録署名人の選出 

  松田会長が髙野副会長と岡田委員を指名する。 

 

 



議題（１）令和５年度袖ケ浦市下水道事業会計補正予算（第３号）（案）について 

（事務局より説明） 

 

 質問事項等 

 

山口委員 

今ご説明いただきました執行残については減額ということですけど例えば 1

ページのですね、管渠費で委託料が１６５万２０００円減額になっていたり、修

繕費が２６４万減額になっています。これは入札差金なのか、あるいは執行する

必要がなくなった不用額のようなものなのか、それから工期が足りなくて執行を

翌年度以降に見送るというものなのか、複数絡んでくると思いますが、主なこの

減額の理由について教えてください。 

 

事務局（松崎班長） 

管渠費の委託料の減額ですけれども、主なものは計画策定委託等の執行残によ

る減額が大きなものになっております。修繕費の減額については、マンホール蓋

等の修繕で、枠で予算を取っている部分がございまして、そちらの執行見込みが

減ったことによる減額となっておりますので、こちらについても今年度予定して

いたものが、都合で６年度におくるというものはございません。 

 

山口委員 

そうすると例えば委託料の執行残という意味合いは具体的にどういったこと

でしょうか。委託するつもりのものを、委託を結果的にはしなくて済んだのか、

委託の入札差金、どちらでしょうか。 

 

事務局（松崎班長） 

当初予算は予定通りに執行はしておりまして、入札差金によるものになります。 

 

山口委員 

同様に３ページも修繕費が３８５万、委託料が２７０万８０００円、それぞれ

減額になっていますが、こちらについても同じような理由でしょうか。 

 

事務局（鎗田班長） 

修繕の減額ですけども、管渠費の修繕費３８５万円の減額は当初県道関連の舗

装工事の関係でマンホール蓋の調整工事４６ヶ所を見込んでいましたが、県道の

工事は執行しなくなったということで、減額になっております。 

 

松田会長 

県道は今年度工事がなくなったということですね。 

 



事務局（塩谷課長） 

マンホールの高さの調整は、事前に工事場所は連絡でやり取りがありますので、

必要な数だけ数えて予算は取っているところですが、実際に現場に入ってみたら

高さ調整の必要がなかったということもありますので、そういったものは最終的

な段階で減額にしていきます。 

 

山口委員 

県道の関係の工事が先送りになったというのは、次年度以降に計画的にその辺

を調整して、必要であれば計上していくということですよね。その質問させてい

ただいたのは、減額してそれが他に何か流用したりして有効に使えないかどうか

っていう観点で、結果的に入札差金が減額の理由ですが、せっかく取った予算な

ので、１００万円単位のもので必要な修繕とか、そういったところに有効に予算

を使える余地はないだろうかということでお聞きしたところです。今から新しい

ことにとりかかろうとすると発注の時期や手続きなど、あるいは工期を確保する

という面で非常に難しくなってくると思います。年度末のこの補正である程度執

行残を補正することはやむを得ないと思います。それと今回国の交付金関係の補

正はないでしょうか。例えば公共下水道事業にしても何か大体年度末に国から内

示の増額がある年もありますが、今年度そういったものがあってそれに対応する

補正がっていうのは、この中から見て取れないですけれども、それはないという

ことでよろしいですか。 

 

事務局（塩谷課長） 

工期が補正予算に対応できるタイミングを過ぎているということもあります

し、現在この時点では補正予算はないです。 

 

髙野副会長 

山口委員さんの方から、予算の流用という話があったと思いますが、一般的に、

予算が余って別の工事に流用するとか、補正を組み直すのか、ある程度裁量の中

でできるのか、どちらになりますか。 

 

事務局（松崎班長） 

金額の大小にもよりますけれども、特に公営企業についてはある程度流用して、

実行することは認められています。具体的にその明確な基準というのはないです

けれども、例えば時期の問題もありますので、緊急にやらなければいけないもの

等ございましたら流用でも執行させていただきます。補正予算に間に合うようで

したら、補正予算の計上を検討していきます。 

 

松田会長 

それから財政協議して、やるということですかね。 

 



山口委員 

特別会計ではなくなったから、本来ある程度できるということですかね。特別

会計のときは財源構成を含めて議案書に載せなければいけなかったけれども、企

業会計だとそれがないのですね。 

 

事務局（松崎班長） 

一般会計よりも弾力的に執行ができるということです。 

 

森岡委員 

４ページですけれど、マンホールトイレ整備工事の減額について、これはマン

ホールトイレを整備しようとしていたところが、しなくてよくなったのか、どこ

かにやろうと考えていたところを止めたのかというところを教えていただきた

いです。 

 

事務局（菊地班長） 

これは平川保育所という三箇の方の地区に保育所がございまして、そちらのマ

ンホールトイレを整備しようとするものです。この予算を取り止めて、他の執行

残が出たわけではなくて、当初その近くに下水道の人孔がございまして、そちら

に直接入れ込むことで予算を組んでいたところですけれども現地を精査した結

果、最終桝が敷地内にございまして、そちらに接続した方が道路の舗装復旧とか

ですね、そういうことが削られまして経済的だということで、それにシフトした

ことで縮減できた金額が、この金額になります。 

 

 

議題（２）令和６年度袖ケ浦市下水道事業会計予算（案）について 

（事務局より説明） 

 

 質問事項等 

 

山口委員 

４ページで公共下水道ですが営業費用の処理場費の委託料の一番上のところ、

脱水汚泥運搬処理委託約４０００トンということで書いてあります。先ほど農業

集落排水の方を見ますと、この脱水汚泥については、肥料化の委託をしていると

いうことですけれども、公共下水道については、脱水汚泥の肥料化に向けた取り

組みはされているのかどうかお聞きします。背景としまして、岸田総理からもあ

りましたけども、国を挙げてですね、下水汚泥の肥料化、ウクライナ情勢等で外

国から輸入している肥料が高騰しているということで農家も非常に経営が圧迫

されているというような背景もあって、窒素とかリン、そういう原料になるもの

は、なるべく国内で需要を賄おうということで、そういう世界情勢の中で国を挙

げての下水汚泥の肥料化という施策が今進められております。そういう背景の中



で、今後どのような取り組みをされていくのか、またあるいはこの当初予算の中

にどう反映されているのか、お聞かせいただければと思います。 

 

事務局（塩谷課長） 

脱水汚泥を有効活用するということで、堆肥化やリンの抽出ですとか、そうい

ったものをするようにというような国の方針が示されているところではありま

すが、現在、農業集落排水については堆肥化しておりまして、これは企業さんと

いうよりは、実は酪農家さんがコンポストを持っていて、そこに投入して、堆肥

化をしてもらっており、小規模で農業集落排水のボリュームなので対応できる施

設となっております。公共下水道の方は、発生量が、農業集落排水とはかなりか

け離れていまして、これをその農業集落排水の事業者に依頼するというのはちょ

っと不可能な現状があります。現在は、そのほとんどを焼却しているというのが

実情です。数年前にリンの抽出であるとか、その堆肥化というのは多少検討した

ことがあったようですが、やはりこのコストというところには耐えきれないとい

うような結論が一度出ている経緯があります。ここにきて堆肥化等の話が改めて

出ているということは承知しているところですが、現状においてはまだ手付かず

の状況となっております。 

 

山口委員 

全国的に見るとそういった状況のところが多いですけれども、ただ国の方もそ

れに対していろいろな補助制度もあり、国を挙げて施策として進めるということ

ですから、そういう地方の負担にも配慮した形でいろんな補助の制度ができてき

ていると思います。様々な課題があって、実はその汚泥に含まれる重金属がその

肥料として使うのに問題がないのかといったあたりで、まず汚泥の成分分析みた

いなものを、国の補助によって、そこからやっていくっていうところも多くの自

治体では取り組みがなされておりますので、今すぐはなかなか難しいというお話

もありましたけれども、国内全体としてはもう国策でそういう方向に進んでいる

ということなので、国と連携しながら、そういう取り組みを進めていただきたい。

当初予算の中には盛り込まれてないということですけど、今後そういう取り組み

について検討していただければと思います。 

もう一点ですが公共下水道、農業集落排水もそうですけれども、コロナの反動

でかなり有収水量が減ってきて使用料収入も減っている状況で、在宅の方が少な

くなって、みんながまた通勤するようになり、昼間の在宅人口が少なくなってき

たこともありますし、今後は人口減少という見通しの中で、やはり下水道のこの

経営をいかに改善していくかというところでは、使用料の収入を増やしていくと

いうことが必須だと思います。支出を抑制する一方で、収入を増やしていくとい

うふうに考えていく必要がある。そういう整理をされていると思いますけど、そ

ういった中で、今後、下水道に接続していただくことによって接続率、水洗化率

を向上させ、せっかく整備した下水道が有効に使われるということによって使用

料の収入は増加するということで、これ非常に重要な課題だと思いますけれども、



それに向けた普及啓発の取り組みとしてこの当初予算の方にどんなものが盛り

込まれているのかということをお聞きしたいです。 

 

事務局（長谷川班長） 

当初予算の中で何か費用をかけてというものは、措置はしていないですけれど

も、毎年対象の世帯に郵送でＰＲ活動はさせていただいております。その上でい

うと通信運搬費の中にその予算が計上されているというところが 1 点。あと、こ

ちらも農業集落排水、公共下水道合わせてですね、職員で対象のお宅を訪問させ

ていただくという形で行っているところです。実際、今年も訪問しましたが、や

はりなかなか接続費用がかかるというところもありますし、行っても、すぐに接

続しようというお答えはいただけないというところが実情です。この水洗化率は

接続してもらうことが一番重要になってくると思いますので、こういう活動は今

後も続けていきたいというふうに事務局としては考えております。 

 

山口委員 

申し上げた理由は、昨年度来、委員に就任させていただいた中で、やはりその

使用料の収入をいかに上げていくかということが経営上非常に重要な課題です

ので、そのあたりの取り組みについて、今までも何回かご質問させていただいた

経緯がありますので、そういうことを踏まえて当初予算の中で何か盛り込まれて

いるものはないかなと思ったものです。実際に臨戸訪問しても郵送にしても、な

かなかお金がかかるということがあると思いますけれども、下水道の場合は負担

金が生じますよね。ただ全体の維持管理を考えたときに、公共下水道に接続した

場合と、浄化槽で個別処理した場合で、どれぐらいの負担に差があるのかとか、

トータル的に見た場合に、下水道に接続した方が維持管理も含めると、浄化槽に

比べて、コストもかからないというようなことをきちっと説明しないと、なかな

か接続してくれないのではないかと思います。やっぱり高いとか負担金があると

か、そういう印象が皆さん多く持たれています。他の一部の自治体さんで行われ

ていますが、その辺の比較をしたり、説明したりとか、具体的なコスト面の比較

とかですね、あるいは利便性の面の比較とか、なかなか環境面での比較っていう

と難しい話になりますけど、コスト面とか、あるいは利便性の面で比較して、公

共下水道に接続した方がトータル的なメリットがありますよね、というような具

体的な話をして、普及啓発していった方が、効果があるのではないかなと思いま

すので、いろいろお金をかけてやってもいいのではないのかなというふうに思い

ます。あと下水道の日とか、そういうイベントを通じて、ＰＲ動画等を去年の下

水道の日みたいに庁舎のデジタルサイネージで映すとかお金がかからない方法

もあると思います。普及啓発については予算を割いてでも取り組んでいった方が

よろしいかなと思いますので、今後検討していただければと思っております。 

 

松田会長 

今山口委員からお話ありましたけども、以前にもございましたけど経営を安定



させるために接続率を高めていくっていうのは一番大事なことですけど、なかな

か個別に訪問するのも頻繁にはできないでしょうけれど粘り強くやって、山口委

員からお話あったような個別処理と公共下水道に接続した場合とのトータルコ

ストで何かわかりやすいような説明を作りながら、しかも職員の場合年度替わり

に異動があって交代されてしまうので、そのあたりを引き継ぎながらですね、訪

問するところは決まっているでしょうから、そこのリストを作って、いつ頃行っ

たか、次の人がわかるようにして粘り強くやっていくしかないのかなというふう

に思います。よろしくお願いします。 

 

山口委員 

マンホールカードを使っていろいろ下水道の普及啓発やっているところがあ

ります。マンホールカードを持っていくということは下水道に関心があるという

ことでもあるので、せっかくマンホールカードがあるので、そういったものも活

用して、普及啓発、イベントなどをやって、そこで配るとか、下水道の仕組みを

そこで見せるとか、動画を流すとかあると思います。そういう意味でイベント開

催するのはお金がかかるのであれば、それを予算に盛り込むことでいいと思いま

す。何か今あるものを活用して、取り組んでいただければと思います。 

 

事務局（塩谷課長） 

マンホールカードですが、毎年予算化していまして、1 セットで 2000 枚です

けども、ほぼ 1 年でなくなるぐらい配布しています。観光協会の方でも配布をお

願いしていて、下水道担当課の方でも配っていますので、年間でそのくらいの方

が来庁され収集されているという感じです。 

 

山口委員 

県の１５０周年記念で、流域下水道のマンホールカードを作ったところです。

千葉県の１５０周年のデザインをそのままマンホールカードにしたようですけ

ど、初日も長蛇の列ができて、マンホールカードは決まりで１ヶ所でしか配布で

きないですよね。そういうことですから、非常にレアで、欲しいという話があっ

て、ものすごい人気でしたね。マンホールの蓋は滑らないということで、別の目

的で、もらいに来る人がいたり、何しろそういうマンホールカードって非常に効

果的で、そこに何かうまく仕掛けして、下水道について関心を持ってもらうよう

な形でできれば。ちなみに県の場合だったら流域下水道のマンホール自体を１５

０周年デザインにして、ＱＲコードもつけています。そのＱＲコードをかざして

アンケートに答えるとコースターをもらえたり、県とか下水道公社の方のホーム

ページに飛んで下水道について少し知ることができるみたいなそういうような

ことをやっていますので、いろいろ工夫していただければお金をかけなくてもで

きるかなと思います。 

 

 



議題（３）その他（事務局より説明） 

 

質問事項等 

 

事務局（塩谷課長） 

先ほど説明させていただきました経営指標ですが、令和４年度決算値によるも

のですけども、昨年、一昨年度、料金改定等を含めた中で皆様にもいろいろご検

討もいただいた中ではありますけども、やはりこの経費回収率であったり、経常

収支比率、このあたりが１００%を超えていくというのが経営として１段階目の

線なのかなというふうに考えております。当然支出を抑えていくということはも

ちろん重要な要素ではありますけども、３番目の汚水処理原価などを見ましても、

他市とそんなに大きく遜色がないという中では、下水道料金収入が少し足りない

のかなというような状況は見えてくると思っております。 

 

松田会長 

しかるべき時期に料金改定を考えていくしかないですかね。 

 

事務局（塩谷課長） 

料金改定につきましては、３年度、４年度というふうに皆様に検討いただいた

ところもあります。経済情勢が不安定な中、急激な物価高というところもありま

して見送るといいますかそういう措置をとったところでありますけども、決算値

は３年度、４年度を含めて、５年度もある程度見込みが見えてきた中で、さほど

大きく変わらない中では、やはり料金改定の必要性というのは見えてくるところ

ではあると思っております。検討を始めてから料金改定するまでに１年から１年

半という期間もかかるものでございます。現状５年度、６年度という形で終末処

理場の今後の修繕であったり、そういった計画も少し見えてくるところがありま

すので、将来の支出の見込みを少し整理して、その中で料金の適正な設定という

のはどういったところなのかというものをもう少し注視していく必要があると

いうふうに考えております。 

 

松田会長 

経営戦略を見ますと、標準の対応年数での改築予定は令和１０年ぐらいにある

スパンで起こってくるみたいなので、そこでまたお金がかかるわけですね。そこ

にぶつかると非常に大変で、そのあたりはうまく平準化しながら、皆さんの負担

を求めていくということを考えないと、またすぐ上げようという事になってしま

うと、これまでの負担感が強いでしょうからね。 

 

山口委員 

基本的な考え方として、料金改定については見送ったということでよろしいで

しょうか。必要性はあるけれども、この審議会においても、その必要性は共通認



識となったけれども、物価高とか市民への負担の軽減の観点から政策的に見送っ

たということでよろしいでしょうか。 

 

事務局（塩谷課長） 

２年間をかけて、現状の把握から始まって、適正な料金設定はどのくらいなの

か、先ほどの経費率が低いとかそういったところも含めまして、見送ったという

ところだと思います。現状においても、料金改定をしなければいけない状況だと

は思っておりますので、見送ったというところになるかと思います。 

 

山口委員 

そこの基本的な考え方が我々のこの審議会の中で共有されてないと、これから

先の方向性がまたぶれてきてしまうような気がします。経営指標からいってもう

既に悪化していく中で、料金改定が必要だよねと、シミュレーションしてこれぐ

らいの改定率になりますとやりましたけども、政策的に市政全体を考えたときに、

今回見送るのはやむを得ないということになって、料金改定についてもまたしか

るべきときに検討しましょうかとなったっていうことですよね。基準外繰出金と

いうのは税金ですよね。下水道を使ってない人、区域の外の人からも負担しても

らっているっていうと非常に不公平感があります。なので、一般会計からの基準

外繰入金というのは望ましくないわけです。それをいつまでも続けなければいけ

ない状況というのは経営が悪化しているからそういう状況になっているのであ

って、ある意味政策的にもちょっと問題があるのかなっていうことですね。下水

道を使ってない人からも税金をとってこっちに入れているわけですから、だから

その辺もよく考えてですね、何が政策的にいいのかと、市民全体の不公平を招か

ないようにするためには、政策的に何が良いのか、望ましいのか、という全体を

考えていく必要があるかなというふうには思います。まずは料金改定を見送った

という前提で、今後考えていけば良いのではと思います。 

 

事務局（塩谷課長） 

袖ケ浦は人口が微増しているような状態で、この先は減っていくということが

見込まれている中で、下水道使用料収入が今後飛躍的に伸びるということはなか

なか考えづらいところでもありますので、そういった中でご意見いただいたよう

に、料金改定のタイミングというのはいろいろあると思いますけども、現在の経

営状況を考えれば改定が必要な状況下にはあると私どもも認識しているという

ところであります。 

 

 

 

 

 

 



令和５年度（第２回）袖ケ浦市公共下水道事業運営審議会 

 

日 時 ：令和６年２月２０日（火）  
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令 和 ４ 年 度 

袖 ケ 浦 市 下 水 道 事 業 報 告 書 

１ 概 況 

（１）総括事項

本市の下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を実施し、市民の生活環境の向上

及び公共用水域の水質保全に寄与してきました。 

公共下水道事業は、昭和４９年に着手し、事業認可面積１，０６３ｈａに対し、整備済面積は１，０４２ｈａ

となっており、概ね汚水管路の整備は完了しています。 

農業集落排水事業は、平成５年に着手し、平成２７年度に袖ケ浦東部地区、平岡地区及び松川地区

の整備が全て完了しています。 

このように、本市の下水道事業は、建設の時代から改良・更新を含めた本格的な維持管理の時代と

なっており、将来にわたって安定した事業運営を継続して行っていくためには、独立採算制と受益者負

担の原則に基づく経営の健全化とストックマネジメントによる計画的な施設の更新が必要不可欠となっ

ています。 

また、将来的な人口減少等に伴う使用料の減少、急速に整備した施設の老朽化による大量更新期

の到来に備えるため、経営基盤の強化が求められます。 

令和４年度においては、下水道事業経営戦略の見直しを行うとともに、総合地震対策事業及びストッ

クマネジメント事業を推進しました。

ア 営業

公共下水道は、行政区域内人口６５，７７７人に対して処理区域内人口４４，６７７人となり、普及率

は６７．９％となっています。水洗化人口は、４３，５３８人で前年度比４２２人増、水洗化率は９７．５％と

なっています。有収水量は、４，５４２，５０５㎥で前年度比２１，３６８㎥減、一人一日平均有収水量 

２８６ℓ で前年度比４ℓ 減となりました。 

農業集落排水は、行政区域内人口６５，７７７人に対して処理区域内人口４，０５５人となり、普及率

は６．２％となっています。水洗化人口は、３，２４９人で前年度比７３人減、水洗化率８０．１％となって

います。有収水量は、２９８，６４８㎥で１２，４１４㎥減、一人一日平均有収水量は２５２ℓ で前年度比４ℓ

減となりました。 

イ 建設改良

建設工事は、災害対策として根形中学校及び平岡公民館へのマンホールトイレ整備工事、横田第

一汚水幹線圧送管二条化工事、北部汚水幹線の地震によるマンホール浮上対策工事等を行いまし

た。 

改良工事は、マンホール蓋の浮上飛散防止対策として福王台地区の蓋交換工事、もみの木台団

地のマンホール蓋更新工事、中袖地区の管渠更生工事等を行いました。 

ウ 経理の状況

本年度の損益につきましては、総収益１７億４，１５０万６，５９６円、総費用１５億７，３２８万７，２４５

円となり、当年度純利益は１億６，８２１万９，３５１円となりました。 

内訳は、公共下水道事業が総収益１４億５，６１７万４，３７３円、総費用１２億９，５９２万１，０３５円、

当年度純利益は１億６，０２５万３，３３８円、農業集落排水事業が総収益２億８，８８５万１，１１６円、総
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費用２億８，０８８万５，１０３円、当年度純利益は７９６万６，０１３円です。 

収益のうち、下水道使用料は６億６，８４０万５，３０８円（内部取引を除く）で、一般会計からの繰入金

は、４億３，８６３万円です。 

  内訳は、公共下水道事業の下水道使用料が６億３，４７７万４，３４３円（うち内部取引３，５１８，８９３

円）、一般会計からの繰入金が３億１，３０３万１，０００円、農業集落排水事業の下水道使用料が 

３，７１４万９，８５８円、一般会計からの繰入金が１億２，５５９万９，０００円です。 

（２）経営指標に関する事項

令和４年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、有収水量の

減少に伴い下水道使用料収益が減少し、終末処理場の修繕工事等により費用が増加したことから、

前年度比１．４８ポイント減の１１０．７５％となりましたが、健全経営の水準とされる１００％を上回ってい

ます。一方、料金水準の妥当性を示す経費回収率は、前年度比３．７３ポイント減の８６．５６％となり、

事業に必要な費用を使用料収益で賄えている状況とされる１００％を下回っています。 

償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、前年度比１．６８ポイント増

の５２．７１％となり、昭和５９年の供用開始から３０年以上が経過しているため、終末処理場をはじめ

施設の老朽化が進んでいることを表しています。また、敷設延長した管渠のうち標準法定耐用年数を

超えた管渠延長の割合を示す管路老朽化率は、前年度比０．８６ポイント増の０．８６％となっていま

す。 

＜経営指標の推移＞ 

・下水道事業

R2 R3 R4 

経常収支比率 109.18% 112.23% 110.75% 

経費回収率 94.16% 90.29% 86.56% 

有形固定資産減価償却率 49.17% 51.03% 52.71% 

管路老朽化率 0.00% 0.00% 0.86% 

・公共下水道事業

R2 R3 R4 

経常収支比率 110.11% 113.59% 112.45% 

経費回収率 96.25% 92.47% 89.74% 

有形固定資産減価償却率 52.31% 54.02% 55.64% 

管路老朽化率 0.00% 0.00% 1.05% 

・農業集落排水事業

R2 R3 R4 

経常収支比率 105.08% 105.92% 102.84% 

経費回収率 70.01% 65.09% 53.94% 

有形固定資産減価償却率 35.82% 37.76% 39.64% 

管路老朽化率 0.00% 0.00% 0.00% 
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【経常収支比率】 

使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄え

ているかを表す指標  

算出式＝（経常収益）／（経常費用）×１００ 

【経費回収率】 

使用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを表す指標 

算出式＝（下水道使用料）／（汚水処理費（公費負担分を除く））×１００ 

【有形固定資産減価償却率】 

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標 

算出式＝（有形固定資産減価償却累計額）／（有形固定資産のうち償却対象資産帳簿原価）×１００ 

【管渠老朽化率】 

法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表す指標 

算出式＝（法定耐用年数を経過した管渠延長）／（下水道布設延長）×１００ 
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令和５年３月３１日現在

単

位 増　　減 比 率 （ ％ ）

1 行 政 区 域 内 人 口 Ａ 人 65,777 65,415 362 0.6

2 処 理 区 域 内 人 口 B 人 44,677 44,264 413 0.9

3 処 理 区 域 内 世 帯 戸 20,215 19,772 443 2.2

4 水 洗 化 人 口 Ｃ 人 43,538 43,116 422 1.0

5 普 及 率 Ｂ ／ Ａ × １ ０ ０ ％ 67.9 67.7 0.2 －

6 水 洗 化 率 Ｃ ／ Ｂ × １ ０ ０ ％ 97.5 97.4 0.1 －

7 排 水 戸 数 戸 19,609 19,201 408 2.1

8 年 間 有 収 水 量 ㎥ 4,542,505 4,563,873 △ 21,368 △ 0.5

9 一 日 平 均 有 収 水 量 ㎥ 12,445 12,504 △ 59 △ 0.5

10 一 人 一 日 平 均 有 収 水 量 ㍑ 286 290 △ 4 △ 1.4

（３）業務量

（公共下水道事業）

事　　　　　　　　項 令和４年度 令和３年度
比　　　　　　　　　較

39,706
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下水道使用料及び有収水量の変化について

（公共下水道事業）

年度 排水戸数(戸) 年間有収水量（㎥） 使用料（円）（税込）

H25 16,133 4,224,233 578,291,293

H26 16,302 4,172,734 584,694,615

H27 16,648 4,168,982 586,309,469

H28 16,930 4,176,741 588,378,117

H29 17,474 4,216,030 593,595,822

H30 17,780 4,270,939 600,309,748

R1 18,405 4,333,665 616,290,702

R2 18,882 4,561,941 655,371,945

R3 19,201 4,563,873 656,224,964

R4 19,609 4,542,505 655,640,265

H26.4料金改定（消費税5％→8％）

R1.10料金改定（消費税8％→10％）
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参考資料
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令和５年３月３１日現在

単

位 増　　減 比 率 （ ％ ）

1 行 政 区 域 内 人 口 Ａ 人 65,777 65,415 362 0.6

2 処 理 区 域 内 人 口 B 人 4,055 4,187 △ 132 △ 3.2

3 処 理 区 域 内 世 帯 戸 1,430 1,442 △ 12 △ 0.8

戸 492 497 △ 5 △ 1.0

戸 202 206 △ 4 △ 1.9

戸 736 739 △ 3 △ 0.4

4 水 洗 化 人 口 Ｃ 人 3,249 3,322 △ 73 △ 2.2

5 普 及 率 Ｂ ／ Ａ × １ ０ ０ ％ 6.2 6.4 △ 0.2 －

6 水 洗 化 率 Ｃ ／ Ｂ × １ ０ ０ ％ 80.1 79.3 0.8 －

7 排 水 戸 数 戸 1,167 1,172 △ 5 △ 0.4

8 年 間 有 収 水 量 ㎥ 298,648 311,062 △ 12,414 △ 4.0

9 一 日 平 均 有 収 水 量 ㎥ 818 852 △ 34 △ 4.0

10 一 人 一 日 平 均 有 収 水 量 ㍑ 252 256 △ 4 △ 1.6

（農業集落排水事業）

事　　　　　　　　項 令和４年度 令和３年度
比　　　　　　　　　較
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農業集落排水施設使用料及び有収水量の変化について

（農業集落排水事業）

年度 排水戸数(戸) 年間有収水量（㎥） 使用料（円）（税込）

H25 829 207,546 26,364,560

H26 949 248,408 32,327,494

H27 1,098 264,855 34,702,180

H28 1,150 304,998 40,451,514

H29 1,185 312,132 41,340,667

H30 1,191 311,198 41,058,849

R1 1,174 304,255 40,575,989

R2 1,155 319,674 43,992,226

R3 1,172 311,062 42,707,735

R4 1,167 298,648 40,864,835

H26.4料金改定（消費税5％→8％）

R1.10料金改定（消費税8％→10％）

26

32

35

40 41

41 41

44
43

41

208

248
265

305 312 311 304
320 311

299

0

100

200

300

400

500

0

10

20

30

40

50

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

(千㎥)(百万円) 施設使用料及び年間有収水量の変化

使用料 年間有収水量

参考資料
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２　決算内容 （*は公営企業用語集をご参照ください。）
（１）公共下水道事業＋農業集落排水事業

収益的収入及び支出（*7）

収　入 （消費税及び地方消費税込　単位：円）

増　減 比率

1 1,812,284,812 1,789,778,180 22,506,632 1.3 内仮受消費税等 67,259,323

1 739,466,596 744,038,105 △ 4,571,509 △ 0.6 内仮受消費税等 67,192,395

1 739,116,596 743,478,105 △ 4,361,509 △ 0.6

2 350,000 560,000 △ 210,000 △ 37.5

2 1,065,989,875 1,045,740,075 20,249,800 1.9 内仮受消費税等 66,928

1 438,630,000 391,072,000 47,558,000 12.2

2 625,589,779 651,998,432 △ 26,408,653 △ 4.1

3 1,770,096 2,669,643 △ 899,547 △ 33.7

3 6,828,341 0 6,828,341 皆増

1 6,828,341 0 6,828,341 皆増

支　出 （消費税及び地方消費税込　単位：円）

増　減 比率

1 1,636,098,724 1,601,979,019 34,119,705 2.1 内仮払消費税等 39,473,251

1 1,516,765,451 1,460,107,994 56,657,457 3.9 内仮払消費税等 39,473,251

1 46,086,265 44,670,244 1,416,021 3.2

2 420,614,104 366,581,454 54,032,650 14.7

3 104,796,268 97,415,171 7,381,097 7.6

4 945,268,814 951,441,125 △ 6,172,311 △ 0.6

2 112,281,089 141,461,105 △ 29,180,016 △ 20.6

1 90,386,989 106,779,505 △ 16,392,516 △ 15.4

2 21,894,100 34,681,600 △ 12,787,500 △ 36.9

3 7,052,184 409,920 6,642,264 1,620.4

1 6,969,084 404,170 6,564,914 1,624.3

2 83,100 5,750 77,350 1,345.2

4 0 0 0 -

1 0 0 0 -

170,294,116 円

176,186,088 円

2,074,765 円

168,219,351 円

※雑支出２，０７４，７６５円は、消費税の仕入控除の算出に伴う額であり、予算の執行を伴わない費用であるため決算額には含まな
い。

その他の営業収益

収支差引（消費税抜）

収支差引（消費税込）

雑支出（他会計補助金等の消費税相当額）

純損益（収支差引（消費税抜）-雑支出））

管 渠 費

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費
(*11)

支 払 利 息 及 び
企 業 債 (*13)
取 扱 諸 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

営　業　外　費　用

特　別　損　失

予　備　費

過年度損益修正損
(*14)

そ の 他 特 別 損 失

予 備 費

下水道使用料　696,505,100
下水処理負担金　42,611,496

一般会計繰入金（基準内）167,949,771
一般会計繰入金（基準外）270,680,229

令和４年度 令和３年度
比 較

説　　　　　明

他 会 計 補 助 金

長期前受金戻入
（*10）

雑 収 益

営業外収益

令和４年度

手数料

令和３年度
比 較

説　　　　明款 ・ 項 ・ 目

下 水 道 使 用 料

事　業　収　益

営　業　収　益

特別利益

過年度損益修正益 固定資産台帳の訂正に伴う特別利益

固定資産台帳の訂正に伴う特別損失
過年度の下水道使用料の還付金相当額

受益者負担金返還金に伴う還付加算金

事　業　費

営　業　費　用

企業債に対する借入利息
（支払利息額ピーク：H10年度）

款 ・ 項 ・ 目
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資本的収入及び支出(*8)

収　入 （消費税及び地方消費税込　単位：円）

増　減 比率

1 333,359,111 362,959,331 △ 29,600,220 △ 8.2

1 企 業 債 253,200,000 244,600,000 8,600,000 3.5

1 企 業 債 253,200,000 244,600,000 8,600,000 3.5

2 他 会 計 補 助 金 21,129,000 104,424,000 △ 83,295,000 △ 79.8

1 他 会 計 補 助 金 21,129,000 104,424,000 △ 83,295,000 △ 79.8

3 国 庫 補 助 金 54,127,000 8,215,000 45,912,000 558.9

1 国 庫 補 助 金 54,127,000 8,215,000 45,912,000 558.9

4 県 補 助 金 3,498,000 0 3,498,000 皆増

1 県 補 助 金 3,498,000 0 3,498,000 皆増

5 負 担 金 1,109,511 5,320,731 △ 4,211,220 △ 79.1

1
受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

1,109,511 5,320,731 △ 4,211,220 △ 79.1

6
長 期 貸 付 金
償 還 金

295,600 399,600 △ 104,000 △ 26.0

1
長 期 貸 付 金
償 還 金

295,600 399,600 △ 104,000 △ 26.0

支　出 （消費税及び地方消費税込　単位：円）

増　減 比率

1 842,157,157 788,570,485 53,586,672 6.8 内仮払消費税等 13,666,873

1 建設改良費(*17) 175,209,799 92,172,063 83,037,736 90.1 内仮払消費税等 13,266,956

1 管 渠 費 114,439,799 82,204,063 32,235,736 39.2

2 処 理 場 費 60,770,000 9,968,000 50,802,000 509.7

2 固定資産購入費 4,438,270 0 4,438,270 皆増 内仮払消費税等 399,917

1
有 形 固 定 資 産
購 入 費

4,438,270 0 4,438,270 皆増

3 企 業 債 償 還 金 660,665,918 696,398,422 △ 35,732,504 △ 5.1

1 企 業 債 償 還 金 660,665,918 696,398,422 △ 35,732,504 △ 5.1

4 長 期 貸 付 金 0 0 0 -

1 長 期 貸 付 金 0 0 0 -

5
受 益 者 分 担 金
返 還 金

120 0 120 皆増

1
受 益 者 分 担 金
返 還 金

120 0 120 皆増

6
受 益 者 負 担 金
返 還 金

1,843,050 0 1,843,050 皆増

1
受 益 者 負 担 金
返 還 金

1,843,050 0 1,843,050 皆増

△ 508,798,046 円

※４条収支不足額５０８，７９８，０４６円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額７，９６１，８６９円、当年度損益勘定
留保資金３１９，６７９，０３５円、減債積立金１７７，８３７，９１２円及び当年度分利益剰余金３，３１９，２３０円で補てんした。

企業債元金償還補助金（基準内）　7,366,512、
その他一般会計補助金（基準外）　13,762,488

令和３年度
比 較

収支差引（消費税込み）

財務省　405,661,355、
地方公共団体金融機構　219,995,495、
銀行等　35,009,068
（元金償還額ピーク：H6年度）
（未償還元金残高ピーク：H10年度）

説　　　　　明

資 本 的 支 出

款 ・ 項 ・ 目 令和４年度

款 ・ 項 ・ 目 令和４年度

資 本 的 収 入

令和３年度 説　　　　　明

全額受益者負担金

建設改良債（*15）　63,700,000、
資本費平準化債(*16)　189,500,000

比 較
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（２）公共下水道事業

収益的収入及び支出

収　入 （消費税及び地方消費税込　単位：円）

増　減 比率

1 1,519,718,719 1,491,836,391 27,882,328 1.9 内仮受消費税等 63,544,346

1 698,601,761 701,330,370 △ 2,728,609 △ 0.4 内仮受消費税等 63,477,418

1 698,251,761 700,770,370 △ 2,518,609 △ 0.4

2 350,000 560,000 △ 210,000 △ 37.5

2 814,288,617 790,506,021 23,782,596 3.0 内仮受消費税等 66,928

1 313,031,000 277,199,000 35,832,000 12.9

2 499,504,021 512,651,308 △ 13,147,287 △ 2.6

3 1,753,596 655,713 1,097,883 167.4

3 6,828,341 0 6,828,341 皆増

1 6,828,341 0 6,828,341 皆増

支　出 （消費税及び地方消費税込　単位：円）

増　減 比率

1 1,352,139,866 1,321,211,695 30,928,171 2.3 内仮払消費税等 34,640,853

1 1,258,842,412 1,208,125,211 50,717,201 4.2 内仮払消費税等 34,640,853

1 23,171,192 32,645,764 △ 9,474,572 △ 29.0

2 381,100,813 325,320,696 55,780,117 17.1

3 89,632,806 83,357,375 6,275,431 7.5

4 764,937,601 766,801,376 △ 1,863,775 △ 0.2

2 86,245,270 112,760,809 △ 26,515,539 △ 23.5

1 64,514,170 78,912,309 △ 14,398,139 △ 18.2

2 21,731,100 33,848,500 △ 12,117,400 △ 35.8

3 7,052,184 325,675 6,726,509 2,065.4

1 6,969,084 319,925 6,649,159 2,078.3

2 83,100 5,750 77,350 1,345.2

4 0 0 0 -

1 0 0 0 -

160,406,460 円

167,578,853 円

153,122 円

160,253,338 円

説　 　明

営　業　収　益

下 水 道 使 用 料
下水道使用料655,640,265
下水処理負担金42,611,496

事　業　収　益

款 ・ 項 ・ 目 令和４年度 令和３年度
比 較

その他の営業収益
工事店登録更新手数料25件250,000、
指定証交付手数料2件100,000

営業外収益

他 会 計 補 助 金
一般会計繰入金（基準内）82,017,180
一般会計繰入金（基準外）231,013,820

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益
公共下水道敷占有料、
東京電力原子力発電所事故賠償金等

款 ・ 項 ・ 目 令和４年度 令和３年度
比 較

説　 　明

特別利益

過年度損益修正益 固定資産台帳の訂正に伴う特別利益

事　業　費

営　業　費　用

管 渠 費
人件費1名分、
包括維持管理委託（管渠相当分）、 
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋調整工事　他

処 理 場 費

人件費2名分、
包括維持管理委託（処理場相当分）、
脱水汚泥運搬・処理委託、
場内水質試験委託　他

総 係 費
人件費4名分、
下水道使用料徴収事務委託負担金　他

減 価 償 却 費

予 備 費

営　業　外　費　用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

企業債利子
（支払利息額ピーク：H10年度）

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

特　別　損　失

過年度損益修正損
固定資産台帳の訂正に伴う特別損失
過年度の下水道使用料の還付金相当額

そ の 他 特 別 損 失 受益者負担金返還金に伴う還付加算金

予　備　費

収支差引（消費税抜）

収支差引（消費税込）

雑支出（他会計補助金等の消費税相当額）

純損益（収支差引（消費税抜）-雑支出））

※雑支出153,122円は、消費税の仕入控除の算出に伴う額であり、予算の執行を伴わない費用であるため決算額には含まない。
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資本的収入及び支出

収　入 （消費税及び地方消費税込　単位：円）

増　減 比率

1 274,561,111 305,959,331 △ 31,398,220 △ 10.3

1 企 業 債 197,900,000 187,600,000 10,300,000 5.5

1 企 業 債 197,900,000 187,600,000 10,300,000 5.5

2 他 会 計 補 助 金 21,129,000 104,424,000 △ 83,295,000 △ 79.8

1 他 会 計 補 助 金 21,129,000 104,424,000 △ 83,295,000 △ 79.8

3 国 庫 補 助 金 54,127,000 8,215,000 45,912,000 558.9

1 国 庫 補 助 金 54,127,000 8,215,000 45,912,000 558.9

4 県 補 助 金 0 0 0 -

1 県 補 助 金 0 0 0 -

5 負 担 金 1,109,511 5,320,731 △ 4,211,220 △ 79.1

1
受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

1,109,511 5,320,731 △ 4,211,220 △ 79.1

6
長 期 貸 付 金
償 還 金

295,600 399,600 △ 104,000 △ 26.0

1
長 期 貸 付 金
償 還 金

295,600 399,600 △ 104,000 △ 26.0

支　出 （消費税及び地方消費税込　単位：円）

増　減 比率

1 721,169,825 673,270,462 47,899,363 7.1 内仮払消費税等 12,707,651

1 建 設 改 良 費 164,658,356 83,249,083 81,409,273 97.8 内仮払消費税等 12,307,734

1 管 渠 費 103,888,356 73,281,083 30,607,273 41.8

2 処 理 場 費 60,770,000 9,968,000 50,802,000 509.7

2 固定資産購入費 4,438,270 0 4,438,270 皆増 内仮払消費税等 399,917

1
有 形 固 定 資 産
購 入 費

4,438,270 0 4,438,270 皆増

3 企 業 債 償 還 金 550,230,029 590,021,379 △ 39,791,350 △ 6.7

1 企 業 債 償 還 金 550,230,029 590,021,379 △ 39,791,350 △ 6.7

4 長 期 貸 付 金 0 0 0 -

1 長 期 貸 付 金 0 0 0 -

5
受 益 者 分 担 金
返 還 金

120 0 120 皆増

1
受 益 者 分 担 金
返 還 金

120 0 120 皆増

6
受 益 者 負 担 金
返 還 金

1,843,050 0 1,843,050 皆増

1
受 益 者 負 担 金
返 還 金

1,843,050 0 1,843,050 皆増

△ 446,608,714 円

款 ・ 項 ・ 目 令和４年度 令和３年度
比 較

説　　　　　明

資 本 的 収 入

建設改良債61,400,000、
資本費平準化債136,500,000

企業債元金償還補助金（基準内）7,366,512、
その他一般会計補助金（基準外）13,762,488

全額受益者負担金

水洗便所改造資金貸付金元利収入

款 ・ 項 ・ 目 令和４年度 令和３年度
比 較

説　　　　　明

資 本 的 支 出

人件費3名分、
横田第一汚水幹線圧送管二条化工事、
下水道総合地震対策事業　他

ストックマネジメント事業　他

トラック購入

財務省　342,423,321
地方公共団体金融機構　172,797,640、
銀行等　35,009,068
（元金償還額ピーク：H6年度）
（未償還元金残高ピーク：H10年度）

収支差引（消費税込み）

※４条収支不足額４４６，６０８，７１４円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額７，３２０，６４７円、当年度損益勘定
留保資金２６５，４３３，５８０円、減債積立金１７０，５３５，２５７円及び当年度分利益剰余金３，３１９，２３０円で補てんした。
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（３）農業集落排水事業

収益的収入及び支出

収　入 （消費税及び地方消費税込　単位：円）

増　減 比率

1 292,566,093 297,941,789 △ 5,375,696 △ 1.8 内仮受消費税等 3,714,977

1 40,864,835 42,707,735 △ 1,842,900 △ 4.3 内仮受消費税等 3,714,977

1 40,864,835 42,707,735 △ 1,842,900 △ 4.3

2 251,701,258 255,234,054 △ 3,532,796 △ 1.4

1 125,599,000 113,873,000 11,726,000 10.3

2 126,085,758 139,347,124 △ 13,261,366 △ 9.5

3 16,500 2,013,930 △ 1,997,430 △ 99.2

3 0 0 0 -

1 0 0 0 -

支　出 （消費税及び地方消費税込　単位：円）

増　減 比率

1 283,958,858 280,767,324 3,191,534 1.1 内仮払消費税等 4,832,398

1 257,923,039 251,982,783 5,940,256 2.4 内仮払消費税等 4,832,398

1 22,915,073 12,024,480 10,890,593 90.6

2 39,513,291 41,260,758 △ 1,747,467 △ 4.2

3 15,163,462 14,057,796 1,105,666 7.9

4 180,331,213 184,639,749 △ 4,308,536 △ 2.3

2 26,035,819 28,700,296 △ 2,664,477 △ 9.3

1 25,872,819 27,867,196 △ 1,994,377 △ 7.2

2 163,000 833,100 △ 670,100 △ 80.4

3 0 84,245 △ 84,245 皆減

1 0 84,245 △ 84,245 皆減

4 0 0 0 -

1 0 0 0 -

9,887,656 円

8,607,235 円

1,921,643 円

7,966,013 円

長 期 前 受 金 戻 入

款 ・ 項 ・ 目 令和４年度 令和３年度
比 較

説　　　　明

事　業　収　益

営業外収益

他 会 計 補 助 金
一般会計繰入金（基準内）85,932,591
一般会計繰入金（基準外）39,666,409

営　業　収　益

下 水 道 使 用 料

雑 収 益 東京電力原子力発電所事故賠償金

特別利益

過年度損益修正益

処 理 場 費
人件費1名分
袖ケ浦東部浄化ｾﾝﾀｰ等
包括維持管理委託等（浄化ｾﾝﾀｰ相当分）他

款 ・ 項 ・ 目 令和４年度 令和３年度
比 較

説　　　　　明

事　業　費

営　業　費　用

管 渠 費
人件費１名分
袖ケ浦東部浄化ｾﾝﾀｰ等
包括維持管理委託等（管渠相当分）他

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

特　別　損　失

過年度損益修正損

総 係 費
人件費1名分
下水道使用料徴収事務委託負担金　他

※雑支出１，９２１，６４３円は、消費税の仕入控除の算出に伴う額であり、予算の執行を伴わない費用であるため決算額には含みま
せん。

予　備　費

予 備 費

収支差引（消費税抜）

収支差引（消費税込）

雑支出（他会計補助金等の消費税相当額）

純損益（収支差引（消費税抜）-雑支出））

減 価 償 却 費

営　業　外　費　用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

企業債利子
（支払利息額ピーク：H27年度）
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資本的収入及び支出

収　入 （消費税及び地方消費税込　単位：円）

増　減 比率

1 58,798,000 57,000,000 1,798,000 3.2

1 企 業 債 55,300,000 57,000,000 △ 1,700,000 △ 3.0

1 企 業 債 55,300,000 57,000,000 △ 1,700,000 △ 3.0

2 他 会 計 補 助 金 0 0 0 -

1 他 会 計 補 助 金 0 0 0 -

3 国 庫 補 助 金 0 0 0 -

1 国 庫 補 助 金 0 0 0 -

4 県 補 助 金 3,498,000 0 3,498,000 皆増

1 県 補 助 金 3,498,000 0 3,498,000 皆増

5 負 担 金 0 0 0 -

1
受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

0 0 0 -

6
長 期 貸 付 金
償 還 金

0 0 0 -

1
長 期 貸 付 金
償 還 金

0 0 0 -

支　出 （消費税及び地方消費税込　単位：円）

増　減 比率

1 120,987,332 115,300,023 5,687,309 4.9 内仮払消費税等 959,222

1 建 設 改 良 費 10,551,443 8,922,980 1,628,463 18.3 内仮払消費税等 959,222

1 管 渠 費 10,551,443 8,922,980 1,628,463 18.3

2 固定資産購入費 0 0 0 -

1
有 形 固 定 資 産
購 入 費

0 0 0 -

3 企 業 債 償 還 金 110,435,889 106,377,043 4,058,846 3.8

1 企 業 債 償 還 金 110,435,889 106,377,043 4,058,846 3.8

4 長 期 貸 付 金 0 0 0 -

1 長 期 貸 付 金 0 0 0 -

5
受 益 者 分 担 金
返 還 金

0 0 0 -

1
受 益 者 分 担 金
返 還 金

0 0 0 -

6
受 益 者 負 担 金
返 還 金

0 0 0 -

1
受 益 者 負 担 金
返 還 金

0 0 0 -

△ 62,189,332 円

款 ・ 項 ・ 目 令和４年度 令和３年度
比 較

説　　　　　明

資 本 的 収 入

建設改良債　2,300,000
資本費平準化債　53,000,000

款 ・ 項 ・ 目 令和４年度 令和３年度
比 較

説　　　　　明

資 本 的 支 出

マンホールトイレ整備工事（平岡公民館）
他

財務省63,238,034、
地方公共団体金融機構47,198千円、
（元金償還額ピーク：令和6年度（見込））
（未償還元金残高ピーク：H27年度）

※４条収支不足額６２，１８９，３３２円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額６４１，２２２円、当年度損益勘定留保
資金５２，２４５，４５５円及び減債積立金７，３０２，６５５円で補てんした。

収支差引（消費税込み）
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（消費税及び地方消費税抜　単位：円）

１

（１） 下 水 道 使 用 料 668,405,308

（２） そ の 他 の 営 業 収 益 350,000 668,755,308

２

（１） 管 渠 費 43,048,420

（２） 処 理 場 費 384,819,763

（３） 総 係 費 100,636,310

（４） 減 価 償 却 費 945,268,814 1,473,773,307

営 業 損 失 805,017,999

３

（１） 他 会 計 補 助 金 438,630,000

（２） 長 期 前 受 金 戻 入 625,589,779

（３） 雑 収 益 1,703,168 1,065,922,947

４

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 90,386,989

（２） 雑 支 出 2,074,765 92,461,754 973,461,193

経 常 利 益 168,443,194

５

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 6,828,341 6,828,341

６

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 6,969,084

（２） そ の 他 特 別 損 失 83,100 7,052,184 △ 223,843

当 年 度 純 利 益 168,219,351

その他未処分利益剰余金変動額 177,837,912

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 346,057,263

特 別 利 益

損益計算書(*18)（公共下水道事業＋農業集落排水事業）

営 業 収 益

特 別 損 失

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

14



管渠費
43,048

2.7%

処理場費
384,820

24.5%

総係費
100,636

6.4%

減価償却費
945,269

60.1%

支払利息及び

企業債取扱諸費
90,387

5.7%

雑支出
2,075

0.1%

過年度損益修正損
6,969

0.4%

その他特別損失
83

0.0%

費 用

下水道使用料
668,405

38.4%

その他の営業収益
350

0.0%

他会計補助金
438,630

25.2%

長期前受金戻入
625,590

35.9%

雑収益
1,703

0.1%

特別利益
6828

0.4%

収 益
単位：千円

単位：千円
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金額（千円） 割合（％） 備考

77,391 4.93

うち基本給 39,971 2.55 給料、扶養手当及び地域手当

　　 手当 25,263 1.61 各種手当

　　 法定福利費 12,157 0.77 共済組合負担金等

支払利息 90,387 5.76 企業債に係る利息

減価償却費 945,269 62.00

動力費 83,360 5.31 終末処理場電気料等

光熱水費 3,954 0.25 終末処理場上水道使用料等

通信運搬費 332 0.02 郵送料

修繕費 10,768 0.69 終末処理場に係る修繕費等

材料費 1,075 0.07 人孔蓋等購入代

薬品費 1,549 0.10

委託料 249,777 15.91

その他 105,892 6.75 保険料等

1,569,754 100.00

費用構成表…損益計算書の営業費用と営業外費用を用途別割合で把握するもの。

費　用　構　成　表
（公共下水道事業＋農業集落排水事業）

項目

職員給与費

合　　　計

職員給与費
75,366

4.91％
支払利息
106,779

5.76%

減価償却費
945,269

62.00%

動力費
59,401

5.31%

光熱水費
3,954

0.25%

通信運搬費
332

0.02%

修繕費
10,768

0.69%

材料費
969

0.06%

薬品費
1,549

0.10%

委託料
250,696

15.91%

その他
68,732

6.75%

費用構成表

単位：千円
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（消費税及び地方消費税抜　単位：円）

１

（１） 下 水 道 使 用 料 634,774,343

（２） そ の 他 の 営 業 収 益 350,000 635,124,343

２

（１） 管 渠 費 21,549,922

（２） 処 理 場 費 348,268,948

（３） 総 係 費 89,445,088

（４） 減 価 償 却 費 764,937,601 1,224,201,559

営 業 損 失 589,077,216

３

（１） 他 会 計 補 助 金 313,031,000

（２） 長 期 前 受 金 戻 入 499,504,021

（３） 雑 収 益 1,686,668 814,221,689

４

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 64,514,170

（２） 雑 支 出 153,122 64,667,292 749,554,397

経 常 利 益 160,477,181

５

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 6,828,341 6,828,341

６

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 6,969,084

（２） そ の 他 特 別 損 失 83,100 7,052,184 △ 223,843

当 年 度 純 利 益 160,253,338

その他未処分利益剰余金変動額 170,535,257

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 330,788,595

損益計算書（公共下水道）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

特 別 損 失

営 業 外 費 用

特 別 利 益
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下水道使用料
634,774

43.6%

その他の営業収益
350

0.0%

他会計補助金
313,031

21.5%

長期前受金戻入
499,504

34.3%

雑収益
1,687

0.1%

特別利益
6828

0.5%

収 益

管渠費
21,550

1.7%

処理場費
348,269

26.9%

総係費
89,445

6.9%

減価償却費
764,938

59.0%

支払利息及び

企業債取扱諸費
64,514

5.0%

雑支出
153

0.0%

過年度損益修正損
6,969

0.5%

その他特別損失
83

0.0%
費 用

単位：千円

単位：千円
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金額（千円） 割合（％） 備考

56,871 4.41 職員１３名分

うち基本給 29,550 2.29 給料、扶養手当及び地域手当

　　 手当 18,294 1.42 各種手当

　　 法定福利費 9,027 0.70 共済組合負担金等

支払利息 64,514 5.01 企業債に係る利息

減価償却費 764,938 59.35

動力費 69,891 5.42 終末処理場電気料等

光熱水費 3,742 0.29 終末処理場上水道使用料等

通信運搬費 222 0.02 郵送料

修繕費 7,629 0.59 終末処理場に係る修繕費等

材料費 1,075 0.08 人孔蓋等購入代

委託料 228,488 17.73

その他 91,499 7.10 保険料等

1,288,869 100.00

費用構成表…損益計算書の営業費用と営業外費用を用途別割合で把握するもの。

費　用　構　成　表
（公共下水道事業）

項目

職員給与費

合　　　計

職員給与費
56,871

4.41%
支払利息
64,514

5.01%

減価償却費
764,938

59.35%

動力費
69,891

5.42%

光熱水費
3,742

0.29%

通信運搬費
222

0.02%

修繕費
7,629

0.59%

材料費
1,075

0.08%
委託料
228,488

17.73%

その他
91,499

7.10%

費用構成表 単位：千円
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１

（１） 下 水 道 使 用 料 37,149,858

（２） そ の 他 の 営 業 収 益 0 37,149,858

２

（１） 管 渠 費 21,498,498

（２） 処 理 場 費 36,550,815

（３） 総 係 費 14,710,115

（４） 減 価 償 却 費 180,331,213 253,090,641

営 業 損 失 215,940,783

３

（１） 他 会 計 補 助 金 125,599,000

（２） 長 期 前 受 金 戻 入 126,085,758

（３） 雑 収 益 16,500 251,701,258

４

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 25,872,819

（２） 雑 支 出 1,921,643 27,794,462 223,906,796

経 常 利 益 7,966,013

５

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 0 0

６

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 0

（２） そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

当 年 度 純 利 益 7,966,013

その他未処分利益剰余金変動額 7,302,655

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 15,268,668

特 別 損 失

特 別 利 益

損益計算書（農業集落排水）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
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下水道使用料
37,150

12.9%

他会計補助金
125,599

43.5%

長期前受金戻入
126,086

43.7%

雑収益
17

0.0%

収 益

管渠費
21,498

7.7%

処理場費
36,551

13.0%

総係費
14,710

5.2%

減価償却費
180,331

64.2%

支払利息及び

企業債取扱諸費
25,873

9.2%

雑支出
1,922

0.7%

費 用

単位：千円

単位：千円
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金額（千円） 割合（％） 備考

20,520 7.31 職員３名分

うち基本給 10,421 3.71 給料、扶養手当及び地域手当

　　 手当 6,969 2.48 各種手当

　　 法定福利費 3,130 1.11 共済組合負担金等

支払利息 25,873 9.21 企業債に係る利息

減価償却費 180,331 64.20

動力費 13,469 4.80 袖ケ浦東部浄化センター電気料等

光熱水費 212 0.08 袖ケ浦東部浄化センター上水道使用料等

通信運搬費 110 0.04 郵送料

修繕費 3,139 1.12 袖ケ浦東部浄化センターに係る修繕費等

薬品費 1,549 0.55 汚水処理に要する薬品に係る代金

委託料 21,289 7.58

その他 14,393 5.12 保険料等

280,885 100.00

費用構成表…損益計算書の営業費用と営業外費用を用途別割合で把握するもの。

費　用　構　成　表
（農業集落排水事業）

項目

職員給与費

合　　　計

職員給与費
20,520

7.31%

支払利息
25,873

9.21%

減価償却費
180,331

64.20%

動力費
13,469

4.80%

光熱水費
212

0.08%

通信運搬費
110

0.04%

修繕費
3,139

1.12%

薬品費
1,549

0.55%

委託料
21,289

7.58%

その他
14,393

5.12%

費用構成表 単位：千円
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　　　　　　    （単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

資産の部 負債の部

１　固定資産 ３　固定負債

　（１）有形固定資産 25,321,375,249 　（１）企業債 4,886,379,286

　　イ　土地 963,012,890 　　イ　建設改良費等の財源に

　　ロ　建物 1,015,432,536 　　　　充てるための企業債

　　　  減価償却累計額 △ 609,380,281 　　ロ　その他の企業債 9,726,828

　　ハ　構築物 43,736,998,922 固定負債合計 4,886,379,286

　　　  減価償却累計額 △ 21,446,724,913

　　ニ　機械及び装置 6,491,437,974

　　　  減価償却累計額 △ 4,948,523,716 ４　流動負債

　　ホ　車両運搬具 6,190,973 　（１）企業債 604,315,057

　　  　減価償却累計額 △ 2,044,989 　　イ　建設改良費等の財源に

　　ヘ　工具、器具及び備品 23,418,751 　　　　充てるための企業債

　　 　 減価償却累計額 △ 20,032,370 　　ロ　その他の企業債 2,168,071

　　ト　 建設仮勘定(*20) 111,589,472 　（２）未払金 76,027,207

　（２）投資その他の資産 5,000,000 　（３）引当金 8,683,728

　　イ　出資金 5,000,000 　　イ　賞与引当金 7,288,261

固定資産合計 25,326,375,249 　　ロ　法定福利費引当金 1,395,467

　（４）その他流動負債 390,000

流動負債合計 689,415,992

２　流動資産

　（１）現金預金 73,986,720

　（２）未収金 131,874,130 ５　繰延収益

　　イ　貸倒引当金（*24） △ 181,435 　（１）長期前受金 37,276,734,582

　（３）短期貸付金 100,000 　　　 長期前受金収益化累計額 △ 20,898,255,771

流動資産合計 205,779,415 繰延収益合計 16,378,478,811

負債合計 21,954,274,089

資本の部

６　資本金 2,263,558,062

７　剰余金(*25)

　（１）資本剰余金 952,660,979

　　イ　受贈財産評価額 878,540,890

　　ロ　国庫補助金 23,569,664

　　ハ　県補助金 46,139,088

　　ニ　受益者負担金 799,846

　　ホ　他会計補助金 3,611,491

　（２）利益剰余金 361,661,534

　　イ　減債積立金 15,604,271

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 346,057,263

剰余金合計 1,314,322,513

資本合計 3,577,880,575

資産合計 25,532,154,664 負債資本合計 25,532,154,664

602,146,986

4,876,652,458

貸借対照表(*19)（公共下水道事業＋農業集落排水事業）
（令和５年３月３１日）

借方勘定 貸方勘定
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　　　　　　    （単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

資産の部 負債の部

１　固定資産 ３　固定負債

　（１）有形固定資産 19,580,078,115 　（１）企業債 3,391,413,197

　　イ　土地 893,150,890 　　イ　建設改良費等の財源に

　　ロ　建物 979,722,877 　　　　充てるための企業債

　　　  減価償却累計額 △ 591,481,358 　　ロ　その他の企業債 9,726,828

　　ハ　構築物 35,909,960,561 固定負債合計 3,391,413,197

　　　  減価償却累計額 △ 18,902,391,636

　　ニ　機械及び装置 4,977,259,305

　　　  減価償却累計額 △ 3,793,642,258 ４　流動負債

　　ホ　車両運搬具 6,190,973 　（１）企業債 495,590,946

　　  　減価償却累計額 △ 2,044,989 　　イ　建設改良費等の財源に

　　ヘ　工具、器具及び備品 22,776,664 　　　　充てるための企業債

　　 　 減価償却累計額 △ 19,422,386 　　ロ　その他の企業債 2,168,071

　　ト　 建設仮勘定　　　 99,999,472 　（２）未払金 66,807,865

　（２）投資その他の資産 5,000,000 　（３）引当金 7,083,981

　　イ　出資金 5,000,000 　　イ　賞与引当金 5,940,430

固定資産合計 19,585,078,115 　　ロ　法定福利費引当金 1,143,551

　（４）その他流動負債 390,000

流動負債合計 569,872,792

２　流動資産

　（１）現金預金 47,222,325

　（２）未収金 124,237,208 ５　繰延収益

　　イ　貸倒引当金 △ 169,491 　（１）長期前受金 29,991,847,193

　（３）短期貸付金 100,000 　　　 長期前受金収益化累計額 △ 17,620,179,192

流動資産合計 171,390,042 繰延収益合計 12,371,668,001

負債合計 16,332,953,990

資本の部

６　資本金 2,201,084,085

７　剰余金

　（１）資本剰余金 891,641,487

　　イ　受贈財産評価額 878,540,890

　　ロ　国庫補助金 11,923,015

　　ハ　県補助金 40,135

　　ニ　受益者負担金 396,698

　　ホ　他会計補助金 740,749

　（２）利益剰余金 330,788,595

　　イ　当年度未処分利益剰余金 330,788,595

剰余金合計 1,222,430,082

資本合計 3,423,514,167

資産合計 19,756,468,157 負債資本合計 19,756,468,157

493,422,875

貸借対照表（公共下水道事業）
（令和５年３月３１日）

借方勘定 貸方勘定

3,381,686,369
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　　　　　　    （単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

資産の部 負債の部

１　固定資産 ３　固定負債

　（１）有形固定資産 5,741,297,134 　（１）企業債 1,494,966,089

　　イ　土地 69,862,000 　　イ　建設改良費等の財源に

　　ロ　建物 35,709,659 　　　　充てるための企業債

　　　  減価償却累計額 △ 17,898,923 固定負債合計 1,494,966,089

　　ハ　構築物 7,827,038,361

　　　  減価償却累計額 △ 2,544,333,277

　　ニ　機械及び装置 1,514,178,669 ４　流動負債

　　　  減価償却累計額 △ 1,154,881,458 　（１）企業債 108,724,111

　　ヘ　工具、器具及び備品 642,087 　　イ　建設改良費等の財源に

　　 　 減価償却累計額 △ 609,984 　　　　充てるための企業債

　　ホ　 建設仮勘定　　　 11,590,000 　（２）未払金 9,219,342

固定資産合計 5,741,297,134 　（３）引当金 1,599,747

　　イ　賞与引当金 1,347,831

　　ロ　法定福利費引当金 251,916

２　流動資産 流動負債合計 119,543,200

　（１）現金預金 26,764,395

　（２）未収金 7,636,922

　　イ　貸倒引当金 △ 11,944 ５　繰延収益

　（１）長期前受金 7,284,887,389

流動資産合計 34,389,373 　　　 長期前受金収益化累計額 △ 3,278,076,579

繰延収益合計 4,006,810,810

負債合計 5,621,320,099

資本の部

６　資本金 62,473,977

７　剰余金

　（１）資本剰余金 61,019,492

　　イ　国庫補助金 11,646,649

　　ロ　県補助金 46,098,953

　　ハ　受益者負担金 403,148

　　二　他会計補助金 2,870,742

　（２）利益剰余金 30,872,939

　　イ　減債積立金 15,604,271

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 15,268,668

剰余金合計 91,892,431

資本合計 154,366,408

資産合計 5,775,686,507 負債資本合計 5,775,686,507

108,724,111

貸借対照表（農業集落排水事業）
（令和５年３月３１日）

借方勘定 貸方勘定

1,494,966,089
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（消費税及び地方消費税抜　単位：円）

下水道事業 公共下水道事業 農業集落排水事業

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 168,219,351 160,253,338 7,966,013

減価償却費 945,268,814 764,937,601 180,331,213

長期前受金戻入額 △ 625,589,779 △ 499,504,021 △ 126,085,758

貸倒引当金の増減額（△は減少） 101,996 97,052 4,944

賞与引当金の増減額（△は減少） 936,195 347,012 589,183

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 184,080 72,741 111,339

支払利息 90,386,989 64,514,170 25,872,819

過年度損益修正損（現金を伴わないもの） 75,444 75,444 0

未収金の増減額（△は増加） △ 684,475 △ 2,578,483 1,894,008

未払金の増減額（△は減少） 16,547,943 11,848,497 4,699,446

小計 595,446,558 500,063,351 95,383,207

利息の支払額 △ 90,386,989 △ 64,514,170 △ 25,872,819

業務活動によるキャッシュ・フロー 505,059,569 435,549,181 69,510,388

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 165,981,196 △ 156,388,975 △ 9,592,221

国庫補助金による収入 49,206,364 49,206,364 0

県補助金による収入 3,180,000 0 3,180,000

負担金による収入 1,008,646 1,008,646 0

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 20,763,497 20,763,497 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 129,457 129,457 0

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 28,383 28,383 0

未収金の増減額（△は増加） △ 3,555,504 △ 3,555,504 0

未払金の増減額（△は減少） 295,600 295,600 0

貸付金の回収による収入　 △ 1,843,170 △ 1,843,170 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 96,767,923 △ 90,355,702 △ 6,412,221

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 253,200,000 197,900,000 55,300,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 658,501,579 △ 548,065,690 △ 110,435,889

その他の企業債の償還による支出 △ 2,164,339 △ 2,164,339 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 407,465,918 △ 352,330,029 △ 55,135,889

資金増減額 825,728 △ 7,136,550 7,962,278

資金期首残高 73,160,992 54,358,875 18,802,117

資金期末残高 73,986,720 47,222,325 26,764,395

令和４年度袖ケ浦市下水道事業会計キャッシュ・フロー計算書

(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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令和４年度袖ケ浦市下水道事業会計予算　繰越計算書
地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

円 円 円 円 円 円 円 円

下水道総合地震対策事業 39,350,000 39,350,000 15,735,000 23,500,000 115,000

ストックマネジメント事業 63,360,000 63,360,000 25,680,000 37,400,000 280,000

102,710,000 102,710,000 41,415,000 60,900,000 395,000

説　　　　　明

１．資本的
　　支出

翌年度繰越額に
係る繰越を要する
た な 卸 資 産 の
購 入 限 度 額国庫補助金

損 益 勘 定
留保資金等

左の財源内訳

企 業 債

・国の令和4年度当初の交付金事
業の組換えを行い、令和5年度に
繰り越して実施するため、年度内
に支払義務が生じなかったため。

・詳細設計によりマンホールポン
プ等の更新内容の変更及びスケ
ジュールの見直しを行ったため。
・国の令和4年度当初の交付金事
業の組換えを行い、令和5年度に
繰り越して実施するため、年度内
に支払義務が生じなかったため。

款

１．建設
　　改良費

合　　　　　　　　　　　計

予算計上額
支 払 義 務
発 生 額

翌 年 度
繰 越 額

不 用 額項 事 業 名

2
7





1



2



3



4



5



6



7



8



 
 

      

9



10



11



事業名

事業主
計

袖 ケ 浦 市 設

図面番号

縮　 　 　尺

１／２ ５ ,０ ０ ０

１
1

中日本建設コンサルタント㈱

Ｎ

袖ケ浦市
汚水適正処理構想

(整備 ・ 運営管理計画図)

浄化センター
袖ケ浦東部

公共下水道で整備、公共下水道で処理 （ 既整備 ）

集合処理区域

凡　 　 　 　例

個別処理区域

行政区域界

農業集落排水で整備し、農業集落排水で処理(既整備)

農業集落排水で整備し、公共下水道で処理(既整備)

上記以外

公共下水道で整備、公共下水道で処理 （ 計画 ）
市町村構想図

令和  4年  12月

汚水適正処理構想図(整備・運営管理計画図)　S=1/25,000

東京湾アクアライン連絡道

JR久留里線

小櫃川

小櫃川

Ｒ６年度予算　事業個所図（予算説明用）

袖ケ浦終末処理場

奈
良

輪
第

二
汚

水
幹

線

マンホールポンプ

奈良輪第3

南

部

汚

水

幹

線

境
川

汚

水

線

南

部

汚
水 幹

線

マンホールポンプ

久保田

線

幹

水汚

一

第

田

保
久

久
保

田
第

三
汚

水
幹

線

北

部

汚

水

幹

線

線
幹

水
汚

浦

長

久
保

田

第

二

汚 水
幹

線

94.00 ha
椎の森工業団地

蔵

波

第

一
汚

水

幹

線

蔵
波

第
三

蔵
波

第
二

汚
水

幹
線

汚
水

幹
線

南     部     汚     水     幹     線

53.00 ha
のぞみの団地

大曽根汚水幹線

岩

井

汚

水

幹

線

横
田

第
一

汚
水

幹
線

横 田 第 二 汚 水 幹 線

横

田

第

汚

水

幹
線

松
川

汚
水

幹
線

104.50 ha

中
 央

 汚
 水

 幹
 線

一

放
流

幹
線

五
反

田
川

　
汚

水
幹

線

蔵波
台汚

水幹
線

奈良輪第2
マンホールポンプ

長
 浦

 拓
 汚

 水
 幹

 線 今
井

汚
水

幹
線

奈
良

輪
第

一
汚

水
幹

線

福
 王

 台
 汚

 水
 幹

 線

凡　　　　　例

認　可　区　域

市　街　化　区　域

令和２年度ＤＩＤ

都　市　計　画　区　域

公　害　防　止　区　域

環　境　基　準　区　域

令和４年度末　施工済

全体計画区域

農業集落排水事業

平成２４年度以前施工済

総合地震対策路線

 ＜松川地区 （ 農排 ） ＞
採択年度　Ｈ９
供用年度　Ｈ１ ５ （ 公下へ接続 ）
計画人口　 ９ ６ ０人
計画面積　 ２ ８ ｈ ａ

 ＜東部地区 （ 農排 ） ＞
採択年度　Ｈ５
供用年度　Ｈ１ ０
計画人口　 ２ ， ６ ９ ０人
計画面積　 ９ ８ ｈ ａ

 ＜平岡地区 （ 農排 ） ＞
採択年度　Ｈ１ ８
供用年度　Ｈ２ ４
計画人口　 ３ ， ３ ３ ０人
計画面積　 ７ ２ ｈ ａ

JR内房線

国道１ ６号線

JR横田駅

横田分区

ﾎﾟﾝﾌﾟ
№16

～委託業務～

～事業凡例～

JR東横田駅

〇下水道総合地震対策整備事業
横田第一汚水幹線二条化整備その２ （ 地震対策 ）
　ＰＥφ150mm　 Ｌ＝100ｍ
　総事業費　 　 　 　 　11,440千円
　補助対象事業費　 　 9,152千円
　単独事業費　 　 　 　 2,288千円

〇通常の下水道事業
終末処理場耐震診断 （ 沈砂池ブロワー棟等 ） 【 下水道事業団 】
　総事業費　 　　 　 　 48,000千円
　補助対象事業費　 　 38,400千円
　単独事業費　　 　 　 　9,600千円

〇幹線管渠改良事業
汚水管移設工事 （ 坂戸市場地区 ） 未登記道路
　総事業費　 　 　 　　5,500千円
　補助対象事業費　　 　 0千円
　単独事業費　 　 　　5,500千円

〇スト ックマネジメント事業 （ 公共下水道 ）
マンホール蓋交換工事
　総事業費　 　 　 　 　 2,000千円
　補助対象事業費　 　 1,600千円
　単独事業費　 　 　 　   400千円

下水道総合地震対策整備事業

ストックマネジメント事業　

農山漁村地域整備事業　　　

〇下水道総合地震対策整備事業
横田第一汚水幹線二条化整備その１ （ 地震対策 ）
　ＰＥφ150mm　Ｌ＝330ｍ
　総事業費　 　 　 　 　28,930千円
　補助対象事業費　 　23,144千円
　単独事業費　 　 　 　 5,786千円

〇下水道総合地震対策整備事業
横田第一汚水幹線　舗装本復旧 （ 地震対策 ）
　Ａ＝1,400㎡　 Ｌ＝350ｍ
　総事業費　 　 　 　 　11,110千円
　補助対象事業費　 　 8,888千円
　単独事業費　 　 　 　 2,222千円

〇下水道総合地震対策整備事業
横田第一汚水幹線二条化詳細設計 （ №16ﾎﾟﾝﾌﾟ接続 ） （ 地震対策 ）
　総事業費　 　 　 　 　9,185千円
　補助対象事業費　 　7,348千円
　単独事業費　 　 　 　1.837千円

〇スト ックマネジメント事業 （ 公共下水道 ）
管渠内面調査委託 （ Ｊ Ｒ軌道敷等 ）
　総事業費　 　 　 　 　 4,950千円
　補助対象事業費　 　 3,960千円
　単独事業費　 　 　 　   990千円

通常の下水道事業　　　　　

〇スト ックマネジメント事業 （ 公共下水道 ）
スト ックマネジメント計画Ⅱ期 （ 実施設計 ） 【 下水道事業団 】
　総事業費　 　 　 　 　 39,300千円
　補助対象事業費　 　 31,440千円
　単独事業費　 　 　 　  7,860千円

〇計画策定
下水道全体計画 （ 終末処理場 ） 【 下水道事業団 】
　総事業費　 　 　 　 　 27,610千円
　補助対象事業費　 　 　 　 0千円
　単独事業費　 　 　 　 27,610千円

〇スト ックマネジメント事業 （ 公共下水道 ）
処理場改築工事委託 （ 汚水Ｐ№1、送風機№1 ）
　 【 ３か年債務負担 （ R5～R7 ） 　 ２か年目 】
　総事業費　 　 　 　 　 76,900千円
　補助対象事業費　 　 76,900千円
　単独事業費　 　 　 　   　  0千円

〇農業集落排水　4条予算
マンホール蓋更新工事 （ もみの木台団地 ）
　総事業費　 　 　 　 　 5,346千円
　補助対象事業費　 　 　 　0千円
　単独事業費　 　 　 　 5,346千円

〇農業集落排水　4条予算
マンホールポンプ機場通信機器更新工事
　集落排水地区全域　55か所分
　総事業費　 　 　 　 　 4,477千円
　補助対象事業費　 　 　 　0千円
　単独事業費　 　 　 　 4,477千円

〇公共下水道　4条予算
終末処理場№1-2返送汚泥ポンプ修繕工事
　総事業費　 　 　 　 　15,532千円
　補助対象事業費　 　 　   0千円
　単独事業費　 　 　 　15,532千円

袖ケ浦市役所

JR袖ケ浦駅

幹

東京湾
海域類型Ｃ （ イ ）

 議題２ 資料１ 

JR長浦駅



令和４年度決算値と経営戦略の値との比較

(1) 経常収支比率について ・・・ P2

(2) 経費回収率について ・・・ P3

(3) 汚水処理原価について ・・・ P4

(4) 企業債残高対事業規模比率について ・・・ P5

資料1　『袖ケ浦市下水道事業経営戦略』

令和４年度袖ケ浦市下水道事業における

経営指標について

その他



令和４年度決算値と経営戦略の値との比較

（１）経常収支比率について(基準外繰入金を除く)

((経常利益(C)－基準外繰入金(D))÷経常費用(G)×100％）

【公共下水道事業】 （消費税及び地方消費税抜）

計画 決算 比較 増減率(％)

（％） 92.3% 93.4% 1.1 -

（A) (百万円) 629 635 6 1.0

（B) (百万円) 812 814 2 0.2

（C) (百万円) 1,441 1,449 8 0.6

（D) (百万円) 234 245 11 4.7

（E) (百万円) 1,244 1,224 △ 20 △ 1.6

（F) (百万円) 64 65 1 1.6

（G) (百万円) 1,308 1,289 △ 19 △ 1.5

【農業集落排水事業】 （消費税及び地方消費税抜）

計画 決算 比較 増減率(％)

（％） 89.2% 88.7% △ 0.5 -

（A) (百万円) 40.4 37.1 △ 3.3 △ 8.2

（B) (百万円) 243.6 251.7 8.1 3.3

（C) (百万円) 284.0 288.8 4.8 1.7

（D) (百万円) 30.3 39.7 9.4 31.0

（E) (百万円) 255.8 253.1 △ 2.7 △ 1.1

（F) (百万円) 28.5 27.8 △ 0.7 △ 2.5

（G) (百万円) 284.3 280.9 △ 3.4 △ 1.2

※他資料と単位が異なることがあるため、指標が一致しない場合があります。

営 業 収 益

営 業 外 収 益

経常収支比率は、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用を
どの程度賄えているかを表す指標で、100％未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示します。
令和４年度決算値は、公共下水道事業、農業集落排水事業ともに100％を下回っていることから、一般

会計からの基準外繰入金により経営が成り立っていることを意味し、経営改善に向けた取組が必要で
す。

　年　　度
区　　分

令和４年度

令和４年度

経 常 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

営 業 外 費 用

経常費用（E＋ F）

　年　　度
区　　分

経 常 収 益 （ A ＋ B)

営 業 費 用

営 業 収 益

基 準 外 繰 入 金

営 業 外 収 益

基 準 外 繰 入 金

営 業 費 用

営 業 外 費 用

経常費用（E＋ F）

－2－

経 常 収 益 （ A ＋ B)



（２）経費回収率

(下水道使用料(A)÷汚水処理費(D)×100％)

【公共下水道事業】 （消費税及び地方消費税抜）

計画 決算 比較 増減率(％)

（％） 86.0% 89.8% 3.8 -

（A) (百万円) 629 635 6 1.0

（B) (百万円) 453 433 △ 20 △ 4.4

（C) (百万円) 278 274 △ 4 △ 1.4

（D) (百万円) 731 707 △ 24 △ 3.3

【農業集落排水事業】 （消費税及び地方消費税抜）

計画 決算 比較 増減率(％)

（％） 56.8% 53.8% △ 3.0 -

（A) (百万円) 40.4 37.1 △ 3.3 △ 8.2

（B) (百万円) 71.1 68.9 △ 2.2 △ 3.1

（C) (百万円) 0.0 0.0 0.0 0.0

（D) (百万円) 71.1 68.9 △ 2.2 △ 3.1

※他資料と単位が異なることがあるため、指標が一致しない場合があります。

令和４年度

経 費 回 収 率

下 水 道 使 用 料

汚 水 処 理 費

汚 水 維 持 費

汚 水 資 本 費

　　　　　　　　　　年　　度
区　　分

令和４年度

経 費 回 収 率

下 水 道 使 用 料

汚 水 維 持 費

汚 水 資 本 費

汚 水 処 理 費

　　　　　　　　　　年　　度
区　　分

経費回収率は、使用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを表した指標で、100％以上
であることが求められます。数値が100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入
により賄われていることを意味するため、適正な使用料の設定と使用料収入の確保、及び汚水処理費の
削減が必要です。

令和４年度決算値は、公共下水道事業、農業集落排水事業ともに100％を下回っていることから、使用
料収入が不足していることを示します。特に農業集落排水事業は、約50％と非常に低い割合となってい
ます。

－3－



（３）汚水処理原価

(汚水処理費÷年間有収水量)

【公共下水道事業】 （消費税及び地方消費税抜）

計画 決算 比較 増減率(％)

(円/㎥） 167.2 161.7 △ 5.5 -

（A) (千円) 782,113 762,617 △ 19,496 △ 2.5

（B) (千㎥/年) 4,679 4,716 37 0.8

(千円) 51,213 55,269 4,056 7.9

(円/㎥） 156.2 150.0 △ 6.2 △ 4.0

（C) (千円) 730,900 707,348 △ 23,552 △ 3.2

（D) (千㎥/年) 4,679 4,716 37 0.8

【農業集落排水事業】 （消費税及び地方消費税抜）

計画 決算 比較 増減率(％)

(円/㎥） 509.3 481.0 △ 28.3 -

（A) (千円) 151,105 143,620 △ 7,485 △ 5.0

（B) (千㎥/年) 296.7 298.6 1.9 0.6

(千円) 80,031 74,753 △ 5,278 △ 6.6

(円/㎥） 239.5 230.6 △ 8.9 △ 3.7

（C) (千円) 71,074 68,867 △ 2,207 △ 3.1

（D) (千㎥/年) 296.7 298.6 1.9 0.6

※他資料と単位が異なることがあるため、指標が一致しない場合があります。

年 間 有 収 水 量

公 費 負 担 控 除 前

公 費 負 担 控 除 前

汚 水 処 理 費

汚 水 処 理 費

年 間 有 収 水 量

年 間 有 収 水 量

公 費 負 担 控 除 後

公費（分流式下水道等に要する経費）

公費（分流式下水道等に要する経費）

公 費 負 担 控 除 後

汚 水 処 理 費

年 間 有 収 水 量

汚水処理原価は、有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費、汚水維持管理費
の両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標で、安価ほど良いことを示します。

令和4年度決算値について、公共下水道事業は、公費負担控除後の数値が国が定めた適正な使用料単価
（150円/㎥）と同等であることから、おおむね良好であると言えます。

農業集落排水事業は、適正な使用料単価（150円/㎥）を上回っております。汚水処理費が有収水量に
対して多額である状況です。

　　　　　　　　　　年　　度
区　　分

令和４年度

　　　　　　　　　　年　　度
区　　分

令和４年度

汚 水 処 理 費

－4－



（４）企業債残高対事業規模比率

((企業債現在高(A)－一般会計負担額(B))÷(営業収益(C)－受託工事収益(D)－雨水処理負担金(E))×100％)

【公共下水道事業】 （消費税及び地方消費税抜）

計画 決算 比較 増減率(％)

(％） 526 517 △ 9.0 -

（A) (百万円) 3,922 3,887 △ 35 △ 0.9

（B) (百万円) 612 606 △ 6 △ 1.0

（C) (百万円) 629 635 6 1.0

（D) (百万円) 0 0 0 0.0

（E) (百万円) 0 0 0 0.0

【農業集落排水事業】 （消費税及び地方消費税抜）

計画 決算 比較 増減率(％)

(％） 3,522 3,835 313.0 -

（A) (百万円) 1,604 1,604 0 0.0

（B) (百万円) 181.3 181.2 △ 0.1 △ 0.1

（C) (百万円) 40.4 37.1 △ 3.3 △ 8.2

（D) (百万円) 0 0 0 0.0

（E) (百万円) 0 0 0 0.0

※他資料と単位が異なることがあるため、指標が一致しない場合があります。

企業債残高対事業規模比率は、使用料収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表
す指標です。

令和4年度決算値について、公共下水道事業は、使用料収入を企業債の返済に全額あてた場合、完済ま
でおよそ５年かかり、農業集落排水事業は、およそ４０年かかることを意味し、非常に高い数値である
と言えます。

　　　　　　　　　　年　　度
区　　分

令和４年度

　　　　　　　　　　年　　度
区　　分

企 業 債 現 在 高

令和４年度

受 託 工 事 収 益

受 託 工 事 収 益

雨 水 処 理 負 担 金

雨 水 処 理 負 担 金

企 業 債 残 高 対 事 業 規 模 比 率

企 業 債 残 高 対 事 業 規 模 比 率

営 業 収 益

営 業 収 益

一 般 会 計 負 担 額

一 般 会 計 負 担 額

企 業 債 現 在 高

－5－



その他　資料1
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